
７`３ 電気便座
\ 品目及び判断の基準等

電気便座 【判断の基準】
〇エネルギー消費効率が表に示された区分ごとの基準エネルギー消費効率
に100／159を乗じて小数点以下を切り捨てた数値を上回らないこと。
【配慮事項】
{分解が容易である等部品の再使用又は材料の再生利用のための設計上の
工夫がなされていること。

|一度使用された製品からの再使用部品が可能な限り使用されているこ
と、又は、プラスチック部品が使用される場合には、再生プラスチック
が可能な限り使用されていること。

}製品の包装は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ及び廃棄時
の負荷低減に配慮されていること、又は、包装材の回収及び再使用又は
再生利用システムがあること。

表 電気便座に係る基準エネルギー消費効率

区 分
基準エネルギー消費効率

洗 浄 機 能 の 有 無 貯湯タンクの有無

暖房便座（洗浄機能無し） 141

７`４ 電子レンジ
\ 品目及び判断の基準等

電子レンジ 【判断の基準】
{エネルギー消費効率が表に示された区分ごとの基準エネルギー消費効率
を上回らないこと。

|特定の化学物質（鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、ＰＢＢ、ＰＢＤ
Ｅ）の含有情報がウエブサイトを始めラベル等で容易に確認できること。
【配慮事項】
{分解が容易である等部品の再使用又は材料の再生利用のための設計上の
工夫がなされていること。

|一度使用された製品からの再使用部品が可能な限り使用されているこ
と、又は、プラスチック部品が使用される場合には、再生プラスチック
が可能な限り使用されていること。

}製品の包装は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ及び廃棄時
の負荷低減に配慮されていること、又は、包装材の回収及び再使用又は
再生利用システムがあること。

表 電子レンジに係る基準エネルギー消費効率

区 分 基準エネルギー
消費効率機 能 加 熱 方 式 庫 内 容 積

オーブン機能を有するも
の以外（単機能レンジ） 60•1

温水洗浄便座（洗浄機能有り）
貯湯式（貯湯タンク有り） 183

瞬間式（貯湯タンク無し） 135
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４ 「付加機能」とは、ダブルデジタルチューナー、ＤＶＤ（録画機能を有するものに限る。）、
磁気ディスク装置、ブルーレイディスクレコーダーをいう。
５ エネルギー消費効率の算定方法については、エネルギーの使用の合理化に関する法律に
基づく経済産業省告示第24号（平成22年２月18日）の「２エネルギー消費効率の測定方法
２`２」による。

] 目標の立て方
当該年度のテレビジョン受信機の調達（リース・レンタル契約を含む。）総量（台数）に占める
基準を満たす物品の数量（台数）の割合とする。

備考）１ 次のいずれかに該当するものは、本項の判断の基準の対象とする「電気便座」に含まれ
ないものとする。
{他の給湯設備から温水の供給を受けるもの
|温水洗浄装置のみのもの
}可搬式のもののうち、福祉の用に供するもの
~専ら鉄道車両において用いるためのもの
２ 「再生プラスチック」とは、使用された後に廃棄されたプラスチック製品の全部若しく
は一部又は製品の製造工程の廃棄ルートから発生するプラスチック端材若しくは不良品を
再生利用したものをいう（ただし、原料として同一工程内で再生利用されるものは除く。）。
３ 温水洗浄便座のうち瞬間式であって、節電方式としてタイマー方式及び非使用状態（夜
間等）を判別する機能を備えているものについては、平成24年度の１年間は経過措置を設
けることとし、この期間においては、表に示された区分ごとの基準エネルギー消費効率に
100／129を乗じて小数点以下を切り捨てた数値を上回らないことで特定調達物品等とみな
すこととする。なお、経過措置については、市場動向を勘案しつつ、適切に検討を実施す
ることとする。
４ 暖房便座及び温水洗浄便座のうち貯湯式のものについては、判断の基準を満たす製品が
市場に十分供給されるまでの期間は、表に示された区分ごとの基準エネルギー消費効率を
上回らないことで特定調達物品等とみなすこととする。なお、当該期間については、市場
動向を勘案しつつ、検討を実施することとする。

備考）１ 次のいずれかに該当するものは、本項の判断の基準の対象とする「電子レンジ」に含ま
れないものとする。
{ガスオーブンを有するもの
|業務の用に供するために製造されたもの
}定格入力電圧が200ボルト専用のもの
~庫内高さが135ミリメートル未満のもの
�システムキッチンその他のものに組み込まれたもの
２ 特定の化学物質の含有表示方法は、ＪＩＳ Ｃ0950：2008（電気・電子機器の特定の化
学物質の含有表示方法）に定める方法によること。
３ 「再生プラスチック」とは、使用された後に廃棄されたプラスチック製品の全部若しく
は一部又は製品の製造工程の廃棄ルートから発生するプラスチック端材若しくは不良品を
再生利用したものをいう（ただし、原料として同一工程内で再生利用されるものは除く。）。
４ 調達を行う各機関は、化学物質の適正な管理のため、物品の調達時に確認した特定の化
学物質の含有情報を、当該物品を廃棄するまで管理・保管すること。

備考）１ 「暖房便座」とは、暖房用の便座のみを有するものをいう。
２ 「温水洗浄便座」とは、暖房便座に温水洗浄装置を組み込んだものいう。
３ エネルギー消費効率の算定法については、エネルギーの使用の合理化に関する法律に基
づく経済産業省告示第288号（平成19年11月26日）の「３エネルギー消費効率の測定方法
]」による。

] 目標の立て方
当該年度の電気便座の調達総量（台数）に占める基準を満たす物品の数量（台数）の割合とす
る。
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